
一級危機管理士 勉強会レポート 
2025 年 3 月 29 日（土） 
一級危機管理士取得者 4 名の方に、Zoom を使用したオンラインによる研究発表をしていた

だきました。 
 
■『災害時協力井戸を活用した災害時の水の確保について』 
 〜韮崎市議会議員としての過去 1 年間の活動実績〜 
渡辺 愛彦様 
自己紹介、2023 年 12 月議会からの韮崎市議会での質問・答弁内容のご説明の後、韮崎市

の防災協力井戸件数が過去 10 年間で急増したこと、韮崎市、民間 4 社の参加による BCP
勉強会、外部コンサル会社、山梨大学による産官学の協力体制により災害時の生活用水等提

供などの協力をしていること、外部コンサル会社としての中小機構の紹介、中小企業の「事

業継続力強化計画」の認定制度の紹介を行った。最後に、2024 年 8 月に市民向け報告会で、

能登半島地震を踏まえた防災・減災（災害時の水の確保）について報告した内容を説明した。

さらに、山梨大学の新しい動きとして、本年 4 月に「一般社団法人小さな水」を立ち上げ、

全国各地でニーズがあることを見込み浄水装置の販売を開始すること、スタートアップ企

業「INNFRA 株式会社」が水循環システムを開発していることについて報告がありました。 
 

事業継続力強化計画（簡易版 BCP）    市民向け報告会での発表（2024 年 8 月） 

 
 
 
■公共施設管理における社会的危機管理と訓練についての一考察 
藤倉 忠光様 

公共施設の管理について、公共施設等の全体を把握し、長期的な視点をもって、更新・統

廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公

共施設等の最適な配置を実現することが必要とし、管理のポイントとして長期的な管理適

正化計画の策定、人口に応じた適正規模の公共施設、施設に対応した危機管理を挙げた。次

いで、施設に対応した危機管理について、図書館を例に守るものと予防の実施、図書館の危

機事案の洗い出し、危機に対する防衛（管理が難しい局面）について説明いただきました。 



公共施設等の総合的な管理による老朽化対策等の推進と管理のポイント 

  
 
■「代替港湾を使った事業継続における課題」 
川村 丹美様 
事業継続における代替対応について、あらかじめ検討しておくことの重要性、BIA（ビジ
ネスインパクト分析）の結果と業務リソース分析がBCPのインプットとなることを説明し、

製造業の事業における物流機能の継続を例に、物流手段と代替対応の考え方とバリエーシ

ョンを示し、「代替対応」策は 1対 1 ではないとした。次いで、代替港湾を使った事業継続

について、大規模災害により港湾が被災した場合の課題として、①代替港を探し、新規に契

約を結ぶ必要がある、②代替港までの輸送手段・ルートを確保する必要があるなど、５つの

課題を挙げ、具体的に説明をされました。最後に、物流に影響を及ぼす環境変化として、自

然災害の変容、物流 2024 年問題の顕在化を挙げました。 
 

 
 
■「性暴力と危機管理」 
納田 里織様 
これまで行ってきた性暴力被害支援活動を紹介した後、性暴力と危機管理について、性加

害の社会的影響、性加害が被害者に与える影響、刑法性犯罪法改正、セクシャルリスクマネ

ジメントについて説明されました。最初に、ジャニーズ事務所やフジテレビを例にして、性

加害の社会的影響について説明され、性加害が被害者に与える影響について、心身や生活へ

の影響、社会が被害の深刻さに気付かず、無知、誤解、偏見がそのまま温存されるといった

悪循環に陥っている場合があることなどを説明されました。さらに、刑法性犯罪規定改正に



ついて、改正の変遷を踏まえて 2023 年改正の内容を説明され、最後にセクシャルリスクマ

ネジメントについて、リスク特定からリスク監視までの手順についての内容を説明されま

した。 
 

 
 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
今年も Zoom での開催とさせていただきました。 
この 6 年で Zoom が身近なものとなり、多くの 1 級会員の方にご参加いただきました。 
皆様のご協力、誠にありがとうございました。 
 

性加害が被害者に与える影響(1)

●性犯罪・性暴⼒は、被害者の⼈としての尊厳を傷つけ、⼼⾝に深刻な
影響を与え、その後の⽣活にも甚⼤な影響を与えることが多いこと。
レイプ被害者の半数程度がPTSD*¹の症状を抱えるとも⾔われており、
⽇常⽣活に深刻な影響を及ぼすこと

性犯罪・性暴⼒対策の更なる強化の⽅針P15 令和3年3⽉30⽇性犯罪・性暴⼒対策強化のための関係府省会議

＊NHK性被害実態調査 (回答38,383件) 調査期間・2022.3.11〜4.30
「PTSDと診断された」という回答は3.1％
しかし、アンケートに組み込まれたIES-R*²指標の分析結果
全体の51％(19,090件)がPTSDの診断がつくほどの状態である可能性がある。
*¹PTSD︓⾃分では対応できない強い恐怖やショックを感じる出来事に遭遇した後に⽣じる精神的な後遺症
*²IES-R︓Impact of Event Scale-Revised、⽶国で開発されたPTSDに相当する症状が現れているか評価する指標

【出典】NHK性暴⼒を考えるVol186“忘れられない””集中できない“それはあなたのせいじゃない
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2017年以前
強姦罪
⼥性のみが対象

親告罪
・告訴しないと
起訴出来ない

罪刑の下限3年

親⼦を含む地位関係性
性犯罪の規定なし

公訴時効 10年
性的同意年齢13歳

暴⾏脅迫要件

強制性交等罪
性別規定を撤廃

⾮親告罪
・被害者が告訴しな
くても起訴可能に

罪刑の下限5年

監護者性交等罪(新設)
実の親や養親等が対象

公訴時効 10年
性的同意年齢13歳

暴⾏脅迫要件

2017年改正
不同意性交等罪

経済的⼜は社会的関係
上の地位に基づく影響
⼒による不利益も対象
祖⽗⺟→孫、上司→部
下、教師→⽣徒など

公訴時効18歳＋5年

性的同意年齢16歳
13歳以上16歳未満5歳差要件

同意しない意思の形成
表明まっとうが困難な
8類型を例⽰列挙

2023年改正

22
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